


アジア地域からの侵入の可能性

確認時にすでに多数の農場に侵入

殺処分遅れに伴うウイルス量の増加

移動制限実施後もウイルスが拡散

多発地帯での近隣伝播

遠距離伝播は人や車両の可能性



病変形成と抗体価の推移（参考値）
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・潜伏期期間：牛6.2日（2-8日）、豚10.7日（4-12日）、暴露量が多いと潜伏期間は短
くなる。
・ウイルスの排泄：水疱形成前1-5日（牛）、2-10日（豚）。



伝播経路 件数 割合（％）

飼料運搬車 ７２ ３０．３

集乳車 １２ ５．０

その他の車両 ７ ２．９

人 ８ ３．４

その他（器具共有
等）

１１ ４．６

近隣伝播 １２８ ５３．８

近隣伝播：伝播経路が特定できないものの、感染先農場の周辺500m以内に感
染源農場が存在した場合は、近隣伝播により感染した可能性があるものとした。

農場間推定伝播経路に関する分析結果



口蹄疫発生地の区分（中心地域及び南部地域）

ケースコントロールスタディ
（症例対照研究）

発生（ケース）群と非発生対
照（コントロール）群に分け
て比較分析し、ケース群に
多い要因（発生リスク上昇
要因。リスク要因）とコント
ロール群に多い要因（発生
リスク抑制要因。防御要因）
を調べる。



地域 中心地域 南部地域

農場 牛 豚 牛

リスク要因 大規模
作業用具の共用

繁殖一貫
従業員雇用

畜舎と道路の隣接

大規模
従業員雇用
関係者の出入
関係車両の出入
畜舎と道路の隣接

防御要因 農場周辺の森林等 畜舎に隣接した障害
物

自家用車での飼料
運搬



１．疫学調査の早期着手とデータ収集
２．発生予防と蔓延防止対策
（１） 早期発見と診断
・口蹄疫の臨床症状の理解、疑われる場合の届出
・家畜防疫員の判断支援のための写真による情報共有
・現場診断キットは殺処分指示判断を補佐する場合にとどめ、初発時の判定及び
疑い例の陰性確認には使用すべきでない
（２） 防疫措置
平時から要員確保や埋却予定地の選定、実施計画及び訓練
（３） 国際協力
発生国及び流行地域のウイルス性状に関する最新情報収集、研究協力の積極的
な推進
（４） 研究推進
口蹄疫防疫技術開発は今後の推進
（５） 侵入とまん延防止対策
日本入国時の手荷物検査の強化、入国者に対する検査と指導の強化
人や車両の農場への出入り規制あるいは消毒などの措置を日常的に行う
国、地域及び農場における農場バイオセキュリティの具体化



 口蹄疫対策検証委員会、報告（平成22年11月）

 高病原性鳥インフルエンザの多発（平成22年3月
までに9県24農場、約183万羽処分）

そこで

 防疫対応の強化

発生の予防

早期の発見・通報

迅速・的確な初動対応



家畜伝染病予防法の一部を改正する法律のポイント

・ 家畜の伝染性疾病の病原体について、的確な管理を行う
観点から、病原体の所持に関する許可制等を導入。

その他

・ 患畜・疑似患畜の届出義務とは別に、農林水産大臣の定め
る一定の症状を呈している家畜の届出義務を創設。

早期の発見・通報

・ 家畜防疫官に、入国者に対する質問、入国者の携帯品の検
査・消毒に関する権限を付与。

・ 平時における家畜の所有者の消毒設備の設置義務を新設
し、畜舎等に入る者の身体、物品及び車両の消毒を徹底。

・ 飼養衛生管理基準の内容に、患畜等の焼却又は埋却が必要
となる場合に備えた土地の確保等の措置を追加。

・ 家畜の所有者に都道府県知事への家畜の飼養衛生管理状況
の報告を義務付け、飼養衛生管理基準を遵守していない場
合、都道府県知事は、指導・助言、勧告又は命令を実施。

発生の予防

・ 口蹄疫・高病原性鳥インフルエンザ等の患畜等について
は、特別手当金を交付し、通常の手当金と合わせて評価額
全額を交付。

・ 必要なまん延防止措置を講じなかった者に対する、手当
金又は特別手当金の全部又は一部の不交付又は返還のルー
ルを創設。

・ 都道府県が移動制限等をした場合における売上げの減少
額等の補塡対象となる畜種を家畜全般に拡大。

・ 都道府県による消毒ポイントの設置に要した費用を家畜
伝染病予防費の対象に追加。

迅速・的確な初動対応
・ 口蹄疫のまん延防止のための最終手段として、患畜・疑似患
畜以外の家畜の予防的殺処分を導入。

・ 家畜伝染病の発生時における家畜の所有者の消毒設備の設置
義務を新設し、畜舎等から出る者の身体・車両の消毒を徹底。

・ 消毒ポイントを通行する者の身体・車両の消毒義務を新設。

財政支援の強化

○ 平成22年度の宮崎県における口蹄疫の発生状況や同年度の高病原性鳥インフルエンザの発生状況等
を踏まえ、家畜伝染病の「発生の予防」、「早期の発見・通報」及び「迅速・的確な初動対応」に重点を置い
て防疫対応を強化する観点から、平成23年４月に家畜伝染病予防法を改正。

○ 上記改正のうち、財政支援の強化等については同年７月１日から、入国者に対する質問、飼養衛生管理
基準の内容の追加、一定症状の届出義務等については同年10月１日から、それぞれ施行。

（23）



（１）国は、都道府県と連携して、家畜

伝染病の発生予防やまん延防止

のための取組を実施。

（２）発生予防として衛生管理の徹底

やサーベイランスによる発生状況

の把握、ワクチン接種の指導等を

実施。

（３）疾病の発生時には、まん延を防

止するため感染家畜の処分や移

動制限などを実施。

国内防疫の取組

国内での具体的な取組

・飼養衛生管理の徹底

・発生状況の把握
（サーベイランス）
・正しい知識の普及
・早期発見・早期届出

・感染家畜のとう汰
・移動の制限
・周辺農場の検査

飼養衛生
管理基準

特定家畜
伝染病
防疫指針
ほか

発生予防

早期発見

まん延防止

（24）
口蹄疫に関する特定家畜伝染病防疫指針（平成27年11月20日）



一定の症状を示した場合の届出義務
（家伝法第13条の２）

臨床症状における着目点

１）食欲不振、発熱、流涎
２）口（舌、歯齦）鼻（鼻鏡、鼻腔内）
周囲に水疱、び爛、潰瘍

３）蹄部、乳房に水疱、び爛、潰瘍

着目点：
①感染症としての理解
複数頭に症状が認められるか。
一頭のみの場合は慎重、詳細に観察
②冷静な観察



症状から口蹄疫を疑う場合・・・家畜所有者、獣医師等は都道府県に届
出

１．動物衛生課に報告するとともに家畜防疫員を農場に派遣、移動自粛
の指示

２．臨床検査の実施、写真撮影、疾病調書等を添付の上、

都道府県 － 動物衛生課 に送付

３．疑われる場合には 検体の送付
または

経過観察



初期の口蹄疫症状と類症






































